
科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３４３１５

基盤研究(C)（一般）

2016～2014

刑事司法における再犯リスク概念の明確化と評価方法の適正化に関する比較法的研究

A comparative study of clarification and evaluation method of re-offending risk 
in criminal justice.

４０５０７９６９研究者番号：

森久　智江（Morihisa, Chie）

立命館大学・法学部・准教授

研究期間：

２６３８００９９

平成 年 月 日現在２９   ６ １２

円     3,100,000

研究成果の概要（和文）：①リスク・アセスメント／マネジメントは、第三者による対象者のコントロールや、
犯罪行為の直接的な防止のために行われるものではなく、あくまでも本人の生活再建や生活の質の向上につなが
るものとして行われるべきであること、そのため、②その過程においては、本人の主体的関与が不可欠であり、
とりわけマネジメントにおいては、自律的なマネジメントに繋がるサポート体制をいかに構築すべきであるかが
検討されなければならないこと、③アセスメントはマネジメントと一体的かつ連続的に行われるものであり、本
人による関与を前提とした再度のアセスメントによって、マネジメントの方策や体制が常に見直されるべきであ
ることである。

研究成果の概要（英文）：This study concludes that risk assessment and management is not directly for
 offenders' behavior control by professionals but promoting offenders' social inclusion and quality 
of life. So We have to confirm that offenders can join their risk assessment and management process 
necessarily, and we must build the network for supporting them to manage their risk. 
Also, we found that risk management has to be checked repeatedly by another assessment involved 
offenders during supporting offenders' social inclusion, because management ways and network should 
be checked whether current ways and network are suitable for them. 

研究分野：犯罪学、刑事政策
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 近時、日本において、刑事司法制度と福
祉・医療・心理等、他分野との連携が、多様
なかたちで展開されてきている。特に福祉領
域においては、高齢者や障がいのある人が刑
事司法手続に関与した際に、自らの手続につ
いて理解できないまま不当に裁かれ、受刑し、
社会と刑事施設を行き来していた実態から、
本人の福祉的ニーズに対して、検察官による
起訴前に福祉的支援につなぎ、刑事手続から
のダイバージョンも視野に入れた対応を行
う「入口」支援と、刑事施設等に既に入所し
た人に対して、出所後の生活再建を、地域生
活定着支援センター（以下、定着支援センタ
ー）が中心となって支援する「出口」支援と、
双方の実務的取り組みが行われてきた。 
「出口」支援については、最初の定着支援
センター発足から一定年数を経て、これまで
の事業を一旦総括すべき時期にきており、ま
た、「入口」支援については各定着支援セン
ターで取り組み状況に差があるものの、長崎
県の社会福祉法人・南高愛隣会は先駆的に
「入口」支援に専門的に取り組む「司法福祉
支援センター」のモデル事業を開始し（2013 
年 9 月～）、制度化が目指されていた。 
他方、「入口」支援については、司法、中
でも検察において、検察改革の一環として新
たな取り組みが開始されていた。福祉的ニー
ズを有する被疑者に対する支援のために検
察内部に「社会復帰支援室」を設置し、社会
福祉士 1 名を採用した上で、捜査・公判を担
当する検事らと被告の社会復帰に向けた処
遇を協議し、必要に応じて受け入れ先となる
施設を紹介する等している（2013 年 3 月～）。
また、知的障害のある被疑者の取調べの録
音・録画、取調べにおける心理・福祉関係者
の助言・立会を試行し（2011 年 10 月から
全庁で開始）、長崎地検においては、立会人
を定着支援センターが推薦する試みも行わ
れていた（2012 年 3 月～）。 
こうした種々の取り組みからは、犯罪行為
に対して刑罰によってのみ対応することの
限界を認識し、犯罪行為者自身の抱える困難
に的確に対応することで、将来の犯罪の発生
を防ぐべきであるとの、近年の刑事政策にお
ける視点の転換が表れているといえる。 
しかし、このような連携状況の拡がりは、
従来の福祉における各事業の進行と比して
も「驚くべき速さ」で進められているとされ
（関口清美「福祉的な支援を必要とする刑事
施設出所者の社会復帰支援地域生活定着支
援センターの活動を通して」法律のひろば 65 
巻 8 号（2012）27 頁）、そのスピードゆえ
に、「刑事司法に関与した人」という新たな
要支援者を、実際に受け止めることとなった
福祉関係者において特に戸惑いをもたらし
ていることも事実であった。その「戸惑い」
の根源は主として、福祉が何を目的として支
援を行うべきであるのか、また、福祉が対象
者の「再犯防止」にどこまで責任を持たなけ

ればならないのか、という自らの役割の不明
確さに集約されていた。 
 
２．研究の目的 
 2007 年に発生した大阪府八尾市での受刑
経験を有する障害者男性による男児投げ落
とし事件では、既に 2008 年に当該男性に対
して有罪判決（懲役 5 年 6 ヵ月）が言い渡
されたが、当該男性が通所していた福祉法人
に対し、男児の保護者から民事賠償を求める
提訴がなされた。2013 年 9 月に大阪地裁に 
おいて和解が成立したものの、本事件が刑事
司法に関与した要支援者を引き受ける際の
「再犯に対するリスク」を特に強く意識させ
た。 
また、全国の社会福祉法人を対象に行われ
た矯正施設退所者の受入に関するアンケー
ト調査では、受入経験のない法人から「他利
用者等へ危害の危険がある」、「職員が支援の
必要性の理解を示さない」、「再犯防止の方
法・ノウハウがない」といったことを受け入
れる際の困難として挙げているとされた（小
野隆一・木下大生・水藤昌彦「福祉の支援を
必要とする矯正施設等を退所した知的障害
者等の地域生活移行を支援する職員のため
の研修プログラム開発に関する調査研究（そ
の 1） 障害者支援施設における矯正施設等を
退所した知的障害者等の受入れ・支援の実態
及び職員研修についての調査研究」国立のぞ
みの園研究紀要 4 号（2011）9-10 頁）。 
これらの福祉による「再犯に対するリス
ク」への「恐怖感」は、まさにその掴みきれ
ない実体のなさに起因する。すなわち、犯罪
の「リスク」とは何なのか、「リスク」とな
りうるものをどう評価し、その「リスク」を
自身が提供する支援との関係でどう扱えば
いいのか、といったことがわからないという
ことである。 
またこの困惑は、そもそも司法が福祉に対
して「リスク」とは何か、それをどう評価し、
扱うべきであるのかを、両者の連携において
明確に説明できる状況にないことにも関連
する。つまり司法が、仮に「再犯防止」に対
する責任を福祉が一定負わなければならな
いことを前提に連携・協力を依頼するとして
も、それはどこまで、どのように負うべきも
のあるのか、司法の説明責任を果たすことも、
当時においては実務上困難であると思われ
た。 
 このような刑事司法制度における「リス
ク」、とりわけ「再犯のリスク」という概念
そのものの不明確さと、それに対する対応の
基準がないことは、福祉との連携においての
みならず、司法が適正な量刑判断や、適正な
処遇選択を行う場面においても重大な影響
を及ぼしていた。もちろん、実務において、
量刑を判断する裁判官や、仮釈放の可否判断
を行う地方更生保護委員会等をはじめ、現場
で被告人や対象者に向き合う実務家が、実践
知として「リスク」判断やその取扱いを蓄積



してきたことは事実であろう。しかし、福祉
をはじめとした異なる文化を有する他領域
との連携を視野に入れたとき、司法に携わっ
てきた人々のみで共有できる実践知では、前
述の通り、連携の相手方に混乱をきたすこと
となる。 
また司法にとっても、従来に比して、保護
観察付執行猶予の判断において、より具体的
な再犯リスクと保護観察の必要性、そこで行
われる福祉的支援の必要性の判断を迫られ
るようになっており、さらに、昨年度より始
まった刑の一部執行猶予制度下においては、
裁判官が実刑後の保護観察の必要性判断を
量刑段階で求められることとなる。このよう
な複雑な判断の基礎となるリスクについて
の基本的共通理解が欠けていることは、現状
の運用における定型的・形式的判断に繋がっ
ているように思われる。 
そこで、本研究においては、まず、(1)刑事
司法において評価されるべきリスクとはな
にか、その概念を明確化することを目指した。
「再犯のリスク」として語られるものは、例
えば直接的に犯罪を惹起し得る危険性のあ
るものから、直接的には関わらないものの、
犯罪行動に繋がり得る可能性を生じさせる
と思われる犯罪行為者自身の習性や人間関
係等、あらゆる要素が根拠や制限なくリスク
評価の対象となっているきらいがある。そこ
で、刑事司法制度において対応されるべきリ
スクの範囲について、その目的に照らして検
討を行った。 
さらに、(2)リスクを評価する際のツールに
ついて、そもそもそのリスク評価ツールを用
いることが適正かつ妥当であるのか、その
「評価」のあり方につき、効果と対象者の人
権保障に照らした許容性の観点から検討し、
明らかにした。 
このような点につき明確化することによ
り、最終的に福祉的ニーズを有する犯罪行為
者への対応における「リスク」評価のあり方
をおのずから明確化できるものと思料した。
それは、刑事手続においてリスク評価に関わ
る本人の情報をいかに収集するべきである
のか等、あるべき手続の構築にも資するもの
と思われる。 

 
３．研究の方法 
 平成 26 年度は、「基礎的な実態調査と文献
等による基本的情報の収集」として、主にオ
ーストラリアとの比較研究を行ってきた。 
平成 27 年度・28 年度は「調査結果及び
文献検討の分析」と「まとめと現行制度に対
する代替案の提示」として、それまでの補充
研究を行った上で、本研究のまとめとして新
たなリスク・アセスメントのあり方、それを
実質的に行うための刑事訴訟手続構想とし
て、現行制度の代替案の提示を目指した。 
研究成果は、逐次公表して客観的な評価対
象とするが、最終的には論説及びシンポジウ
ムあるいは学会報告というかたちで公表し

た。 
 
４．研究成果 
2014（平成 26）年度前期は、2013（平成２
5）年度後期より、オーストラリア・メルボ
ルン大学を拠点に在外研究中であったため、
同国内での調査を中心に実施した。同国ビク
トリア州における司法障がい福祉における
リスク・アセスメント／マネジメントの現状
調査を継続するとともに、その後のメルボル
ン大学との研究連携に向けて、日本から関連
分野の研究者を招聘・調査に同行する等、帰
国後の研究に向けた準備も行った。また、ビ
クトリア州以外に同国北部準州の先住民族
を対象としたコミュニティ裁判所における
リスク・アセスメントに関する調査も実施し
た。オーストラリア、とりわけビクトリア州
は、司法障がい領域における支援体制の同国
における先駆的取り組みを多数有しており、
司法と福祉をはじめとした対人援助領域と
の連携過程の発展とともに、リスク・アセス
メント／マネジメントのあり方についても
追究されてきたことが窺われた。ここで対象
とされている「リスク」とは、必ずしも犯罪
的リスクのみならず、本人の生活そのものや
その質を脅かすものをも対象に含めながら、
本人が身体的・精神的に安定して生活できな
い状況こそを、犯罪に至る可能性が高くなる
危険な状態であるととらえた考え方が採ら
れていることも把握できた。 
同年度後期は、在外研究を終え、日本帰国
後に在外研究中の成果公表も兼ねて、前述の
オーストラリア調査研究において得た知見
に関して、京都弁護士会主催シンポジウム、
障がい者福祉の研究事業を行う国立のぞみ
の園主催のシンポジウム等、様々な研究会・
シンポジウム等での登壇の機会を得た。さら
に、島根あさひ社会復帰促進センター内の TC
ユニットにおいて、当事者によるリスク・ア
セスメント／マネジメントの現状につき、法
学部学生も交えたディスカッションを行っ
た。犯罪学的知見を一定有する一般人（学生）
と、犯罪行為者としての当事者の間に、リス
ク認識に対してどのような差異があるのか、
その点を検討する上で非常に有益なグルー
プワークであった。 
2015（平成 27）年 2月にはメルボルン大学
から、リスク・アセスメント／マネジメント
と裁判時のサポートについて専門とする研
究者 2名（Stuart Ross 博士、Frank Lambrick
博士）を招聘して、京都でシンポジウムを開
催し、今後の日本の司法と福祉の連携のあり
方について検討していく上での重要な示唆
を得た。翌年度、「福祉と司法の連携におけ
る『リスク評価(Risk Assessment)』と支援」
と題したシンポジウムの記録を基に、日本に
おける示唆についてもまとめ、公刊を行った。 
ここまでの実地調査・検討等のオーストラ
リアに関する研究において明らかとなった
ことは、オーストラリアにおける犯罪をした



人の評価・管理に対する考え方が、飽くまで
もセルフマネジメントを軸とした自律性を
支援する考え方を基礎としており、第三者に
よる管理といった他律的な再犯防止とは異
なる価値を重視したものであることである。
その点は、同年度 10 月に、オーストラリア・
ビクトリア州で開催された、犯罪をした人の
社会復帰支援を行う民間団体 ACSO 主催の、
研究者・実務家によるカンファレンスにおい
て、日豪比較による司法福祉の現状と今後に
関する共同報告を行った際にも再確認でき
た。準備過程においては、8月には ACSO より
実務に携わるマネージャーを招聘し、刑事司
法制度におけるワンストップサービスのあ
り方に関して、東アジア法社会学会議におけ
る共同報告を実施した。犯罪行為者自身の自
律性を軸としたセルフマネジメントにおい
て、民間の支援事業者がいかに多様な工夫や
試行錯誤を行いながら支援メニューを発展
させてきているのかを、実践家自身の説明を
もとに検討し、10 月の ACSO カンファレンス
における報告においても、フロアとの議論に
おいてそれを確認することができた。 
ここまでの検討結果の日本における成果
公表として、種々の報告・論文発表等を行っ
た。たとえば、森久智江「障害のある犯罪行
為者への支援とソーシャル・インクルージョ
ン（特集「刑事司法におけるソーシャル・イ
ンクルージョンの現段階」）」龍谷大学矯正・
保護総合センター研究年報 5号（2015）52-73
頁等において、従来関心を向けてきた、主に
障がいのある犯罪行為者に対するソーシャ
ル・インクルージョンの視点に基づいた支援
のあり方を論じる中で、リスク評価のあり方
についても検討を行った。 
最終年度 2016（平成 28）年度は、それま
での 2 年間の研究を補完する補足的研究と、
学術研究報告・論文執筆や実践家に向けた成
果公表に尽力した。 
まず、補完的調査・研究として、オースト
ラリア・メルボルンにおいて開催された
IASSIDD 世界大会への参加により、障がいの
ある人に対するリスク・アセスメント、リス
ク・マネジメントの世界的潮流について検討
した。既に犯罪行為を行った障がいのある人
に対するリスク・アセスメント／マネジメン
トに限定されず、福祉的ニーズを有する人へ
の支援における、一般的なリスクの取り扱い
をどのような方針で行うべきであるのかを、
国連・障害者権利条約の実質化との関係で、
本人の権利保障や自律性の確保を前提とし
た方向性で追究されていることが、より明確
となった。世界的には、その追究の方法論に
おいて、様々なIoTソリューションの活用や、
人材育成のあり方が模索されており、今後も
このような方策が促進されていくであろう
ことが予測された。 
同年 9月には、メルボルン大学より Stuart 
Ross 博士と Alison Young 教授を招聘し、テ
クノロジーの活用が、人間の権利保障・侵害

それぞれに及ぼす影響について、「自律」と
「監視」をキーワードにプレゼンテーション
を戴いたが、オーストラリアにおいても「リ
スク」を扱うにあたりテクノロジーの活用が
進められている現状と、その有用性と危険性
が指摘された。 
成果公表については、これまでの研究をも
とに、国内の各紀要や書籍での論文公表に加
え、犯罪社会学会、司法福祉学会、海外の研
究会、本学研究拠点 R-GIRO 主催シンポジウ
ム等での学術報告による理論知の共有、また、
司法と福祉の連携に関与する対人援助の実
践家に対するセミナーや研修においても講
演を行い、理論知の実践への還元を積極的に
実施した。 
従来、被告人や犯罪行為者に関するリスク
評価が、かつての医療観察法に関する議論に
おいても明らかな通り、そもそも「再犯可能
性」や「リスク」ということを議論の中心に
置くこと自体が忌避感をもって見られてい
た日本の議論において、あえてその概念を明
確にし、積極的に議論した上で、その限界を
明確にしようとする点に本研究の特徴があ
った。しかし、既に諸外国においては、多様
なリスク評価ツールの実証的な効果検証が
行われると同時に、犯罪行為者のリスク評価
における人権論が一定の学問的発展を見せ
ており、本研究は、そのような諸外国の議論
を参考にしながら、日本において、十分に言
語化・可視化されていないリスク評価に関す
る理論を可能な限り明確にしていくことを
目指すものであった。 
結論として、本研究で主として明らかとな
ったことは、(1)リスク・アセスメント／マ
ネジメントは、第三者による対象者のコント
ロールや、犯罪行為の直接的な防止のために
行われるものではなく、あくまでも本人の生
活再建や生活の質の向上につながるものと
して行われるべきであること、そのため、(2)
その過程においては、本人の主体的関与が不
可欠であり、とりわけマネジメントにおいて
は、自律的なマネジメントに繋がるサポート
体制をいかに構築すべきであるかが検討さ
れなければならないこと、(3)アセスメント
はマネジメントと一体的かつ連続的に行わ
れるものであり、本人による関与を前提とし
た再度のアセスメントによって、マネジメン
トの方策や体制が常に見直されるべきであ
ることである。 
これらの知見をもとに、今後、司法や各対
人援助領域の実践家との協力のもと、あるべ
きリスク・アセスメント／マネジメントの具
体的方法論について、より実践的な議論を継
続していくこととしたい。 
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